
富士見市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準を定める条例（平成２７年条例第１７号）新旧対照表 

新 旧 

（基本方針） （基本方針） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の事業の運営に当た

っては、市町村（特別区を含む。）、地域包括支援センター、老人介

護支援センター（老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条

の７の２に規定する老人介護支援センターをいう。）、指定居宅介護

支援事業者、他の指定介護予防支援事業者、指定介護予防サービス事

業者等、介護保険施設、指定特定相談支援事業者（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号）第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業

者をいう。）、住民による自発的な活動によるサービスを含めた地域

における様々な取組を行う者等との連携に努めなければならない。 

４ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の事業の運営に当た

っては、市町村（特別区を含む。）、地域包括支援センター、老人介

護支援センター（老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条

の７の２に規定する老人介護支援センターをいう。）、指定居宅介護

支援事業者、他の指定介護予防支援事業者、指定介護予防サービス事

業者等、介護保険施設                                           

                                                              

                                                              

           、住民による自発的な活動によるサービスを含めた地域に

おける様々な取組を行う者等との連携に努めなければならない。 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、介護予防サービス計画が第３条に規定する基本方針及び

利用者の希望に基づき作成されるものであり、利用者が複数の指定介

護予防サービス事業者等を紹介するよう求めることができること等に

つき説明を行い、理解を得なければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、介護予防サービス計画が第３条に規定する基本方針及び

利用者の希望に基づき作成されるものである                      

                                                        こと等

につき説明を行い、理解を得なければならない。 



３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者について、病院又は

診療所に入院する必要が生じた場合には、当該利用者に係る担当職員

の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めなければな

らない。 

 

４ 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族から申出があ

った場合には、第１項の規定による文書の交付に代えて、第７項で定

めるところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該

文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を使用する方法であって次に掲げるもの（以下この条

において「電磁的方法」という。）により提供することができる。こ

の場合において、当該指定介護予防支援事業者は、当該文書を交付し

たものとみなす。 

３ 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族から申出があ

った場合には、第１項の規定による文書の交付に代えて、第６項で定

めるところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該

文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を使用する方法であって次に掲げるもの（以下この条

において「電磁的方法」という。）により提供することができる。こ

の場合において、当該指定介護予防支援事業者は、当該文書を交付し

たものとみなす。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

５ （略） ４ （略） 

６ 第４項第１号の「電子情報処理組織」とは、指定介護予防支援事業

者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る

電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

５ 第３項第１号の「電子情報処理組織」とは、指定介護予防支援事業

者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る

電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

７ 指定介護予防支援事業者は、第４項の規定により第１項に規定する

重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又

はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容

を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

６ 指定介護予防支援事業者は、第３項の規定により第１項に規定する

重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又

はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容

を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

（１） 第４項各号に規定する方法のうち指定介護予防支援事業者が

使用するもの 

（１） 第３項各号に規定する方法のうち指定介護予防支援事業者が

使用するもの 



（２） （略） （２） （略） 

８ （略） ７ （略） 

（サービス提供困難時の対応） （サービス提供困難時の対応） 

第８条 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業所の通

常の事業の実施地域（当該指定介護予防支援事業所が通常時に指定介

護予防支援を提供する地域をいう。第１９条第５項において同じ。）

等を勘案し、利用申込者に対して自ら適切な指定介護予防支援を提供

することが困難であると認めた場合は、適当な他の指定介護予防支援

事業者の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければならない。 

第８条 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業所の通

常の事業の実施地域（当該指定介護予防支援事業所が通常時に指定介

護予防支援を提供する地域をいう。以下同じ                  。）

等を勘案し、利用申込者に対して自ら適切な指定介護予防支援を提供

することが困難であると認めた場合は、適当な他の指定介護予防支援

事業者の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければならない。 

（要支援認定の申請に係る援助） （要支援認定の申請に係る援助） 

第１０条 （略） 第１０条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 指定介護予防支援事業者は、要支援認定の更新の申請が、遅くとも

利用者が受けている要支援認定の有効期間が満了する日の３０日前に

は行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、要支援認定の更新の申請が遅くとも  

利用者が受けている要支援認定の有効期間が終了する日の３０日前に

は行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

（指定介護予防支援の業務の委託） （指定介護予防支援の業務の委託） 

第１４条 指定介護予防支援事業者は、法第１１５条の２３第３項の規

定により指定介護予防支援の一部を委託する場合には、次に掲げる事

項を遵守しなければならない。 

第１４条 指定介護予防支援事業者は、法第１１５条の２３第３項の規

定により指定介護予防支援の一部を委託する場合には、次に掲げる事

項を遵守しなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 委託に当たっては、適切かつ効率的に指定介護予防支援の業

務を実施することができるよう委託する業務の範囲及び業務量につ

いて配慮すること。 

（２） 委託に当たっては、適切かつ効率的に指定介護予防支援の業

務が実施できる          よう委託する業務の範囲及び業務量につ

いて配慮すること。 

（３）・（４） （略） （３）・（４） （略） 



（法定代理受領サービスに係る報告） （法定代理受領サービスに係る報告） 

第１５条 指定介護予防支援事業者は、毎月、市（法第５３条第７項及

び第５４条の２第９項において読み替えて準用する法第４１条第１０

項の規定により法第５３条第６項及び第５４条の２第８項の規定によ

る審査及び支払に関する事務を国民健康保険団体連合会（国民健康保

険法（昭和３３年法律第１９２号）第４５条第５項に規定する国民健

康保険団体連合会をいう。以下同じ。）に委託している場合にあって

は、当該国民健康保険団体連合会        ）に対し、介護予防サービ

ス計画において位置付けられている指定介護予防サービス等のうち法

定代理受領サービス（法第５３条第４項及び第５４条の２第６項の規

定により介護予防サービス費等が利用者に代わり当該指定介護予防サ

ービス事業者等に支払われる場合の当該介護予防サービス費等に係る

指定介護予防サービス等をいう。）として位置付けたものに関する情

報を記載した文書を提出しなければならない。 

第１５条 指定介護予防支援事業者は、毎月、市（法第５３条第７項及

び第５４条の２第９項において読み替えて準用する法第４１条第１０

項の規定により法第５３条第６項及び第５４条の２第８項の規定によ

る審査及び支払に関する事務を国民健康保険団体連合会（国民健康保

険法（昭和３３年法律第１９２号）第４５条第５項に規定する国民健

康保険団体連合会をいう。以下同じ。）に委託している場合にあって

は、当該国民健康保険団体連合会とする。）に対し、介護予防サービ

ス計画において位置付けられている指定介護予防サービス等のうち法

定代理受領サービス（法第５３条第４項及び第５４条の２第６項の規

定により介護予防サービス費等が利用者に代わり当該指定介護予防サ

ービス事業者等に支払われる場合の当該介護予防サービス費等に係る

指定介護予防サービス等をいう。）として位置付けたものに関する情

報を記載した文書を提出しなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、介護予防サービス計画に位置付けられ

ている基準該当介護予防サービス（法第５４条第１項第２号に規定す

る基準該当介護予防サービスをいう。）に係る特例介護予防サービス

費（同項に規定する特例介護予防サービス費をいう。）の支給に係る

事務に必要な情報を記載した文書を、市（当該事務を国民健康保険団

体連合会に委託している場合にあっては、当該国民健康保険団体連合

会        ）に対して提出しなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、介護予防サービス計画に位置付けられ

ている基準該当介護予防サービス（法第５４条第１項第２号に規定す

る基準該当介護予防サービスをいう。）に係る特例介護予防サービス

費（同項に規定する特例介護予防サービス費をいう。）の支給に係る

事務に必要な情報を記載した文書を、市（当該事務を国民健康保険団

体連合会に委託している場合にあっては、当該国民健康保険団体連合

会とする。）に対して提出しなければならない。 

（利用者に関する市への通知） （利用者に関する市への通知） 

第１７条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を受けている

利用者が次の各号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付

してその旨を市に通知しなければならない。 

第１７条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を受けている

利用者が次の各号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付

してその旨を市に通知しなければならない。 



（１） 正当な理由がなく介護給付等対象サービス（法第２４条第２

項に規定する介護給付等対象サービスをいう。）の利用に関する指

示に従わないこと等により、要支援状態の程度を増進させたと認め

られるとき、又は要介護状態になったと認められるとき。 

（１） 正当な理由がなく介護給付等対象サービス（法第２４条第２

項に規定する介護給費等対象サービスをいう。）の利用に関する指

示に従わないこと等により、要支援状態の程度を増進させたと認め

られるとき、又は要介護状態になったと認められるとき。 

（２） （略） （２） （略） 

（勤務体制の確保） （勤務体制の確保） 

第２０条 指定介護予防支援事業者は、利用者に対して適切な指定介護

予防支援を提供することができるよう、指定介護予防支援事業所ごと

に担当職員その他の従業者の勤務の体制を定めておかなければならな

い。 

第２０条 指定介護予防支援事業者は、利用者に対して適切な指定介護

予防支援を提供できる          よう、指定介護予防支援事業所ごと

に担当職員その他の従業者の勤務の体制を定めておかなければならな

い。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（苦情処理） （苦情処理） 

第２７条 （略） 第２７条 （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援等に対する利用者又

はその家族からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う調査

（法第１７６条第１項第３号に規定する調査をいう。）に協力すると

ともに、自ら提供した指定介護予防支援に関して国民健康保険団体連

合会から同号の指導又は助言（同号に規定する指導又は助言をいう。）

を受けた場合には、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけ

ればならない。 

６ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援等に対する利用者又

はその家族からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う法第１

７６条第１項第３号の調査                        に協力するとと

もに、自ら提供した指定介護予防支援に関して国民健康保険団体連合

会から同号の指導又は助言                                      

を受けた場合には、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけ

ればならない。 

７ （略） ７ （略） 

（会計の区分） （会計の区分） 

第２９条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに 第２９条 指定介護予防支援事業者は、事業所                ごとに



経理を区分するとともに、指定介護予防支援の事業の会計とその他の

事業の会計を区分しなければならない。 

経理を区分するとともに、指定介護予防支援の事業の会計とその他の

事業の会計を区分しなければならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第３０条 （略） 第３０条 （略） 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の提

供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存し

なければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対する指定介護予防支援の提

供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存し

なければならない。 

（１） 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防支援

台帳 

（１） 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した介護予防支援

台帳 

ア 介護予防サービス計画 ア 介護予防サービス計画 

イ 第３２条第７号に規定するアセスメントの結果の記録 イ 第３２条第７号に規定するアセスメントの結果の記録 

ウ 第３２条第９号に規定するサービス担当者会議等の記録 ウ 第３２条第９号に規定するサービス担当者会議等の記録 

エ 第３２条第１６号に規定する評価の結果の記録 エ 第３２条第１５号に規定する評価の結果の記録 

オ 第３２条第１７号に規定するモニタリングの結果の記録 オ 第３２条第１６号に規定するモニタリングの結果の記録 

（２）～（５） （略） （２）～（５） （略） 

（指定介護予防支援の基本取扱方針） （指定介護予防支援の基本取扱方針） 

第３１条 （略） 第３１条 （略） 

２ 指定介護予防支援事業者は、介護予防の効果を最大限に発揮し、利

用者が生活機能の改善を実現するための適切な介護予防に係るサービ

スを選択することができるよう、目標志向型の介護予防サービス計画

を策定しなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、介護予防の効果を最大限に発揮し、利

用者が生活機能の改善を実現するための適切な介護予防に係るサービ

スを選択できる          よう、目標志向型の介護予防サービス計画

を策定しなければならない。 

３ （略） ３ （略） 

（指定介護予防支援の具体的取扱方針） （指定介護予防支援の具体的取扱方針） 



第３２条 指定介護予防支援の方針は、第３条に規定する基本方針及び

前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるもの

とする。 

第３２条 指定介護予防支援の方針は、第３条に規定する基本方針及び

前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるもの

とする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（４） 担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、利

用者の日常生活全般を支援する観点から、予防給付（法第１８条第

２号に規定する予防給付をいう。第３３条第５号において同じ。）

の対象となるサービス以外の保健医療サービス又は福祉サービス、

当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含め

て介護予防サービス計画上に位置付けるよう努めなければならな

い。 

（４） 担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、利

用者の日常生活全般を支援する観点から、予防給付（法第１８条第

２号に規定する予防給付をいう。以下                  同じ。）

の対象となるサービス以外の保健医療サービス又は福祉サービス、

当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含め

て介護予防サービス計画上に位置付けるよう努めなければならな

い。 

（５）～（８） （略） （５）～（８） （略） 

（９） 担当職員は、サービス担当者会議（担当職員が介護予防サー

ビス計画の作成のために、利用者及びその家族の参加を基本としつ

つ、介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防サービ

ス等の担当者（以下この条において「担当者」という。）を招集し

て行う会議をいう。以下同じ。）の開催により、利用者の状況等に

関する情報を担当者と共有するとともに、当該介護予防サービス計

画の原案の内容について、担当者から、専門的な見地からの意見を

求めるものとする。ただし、やむを得ない理由がある場合について

は、担当者に対する照会等により意見を求めることができるものと

する。 

（９） 担当職員は、サービス担当者会議（担当職員が介護予防サー

ビス計画の作成のために                                      

    介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防サービ

ス等の担当者（以下この条において「担当者」という。）を招集し

て行う会議をいう。以下同じ。）の開催により、利用者の状況等に

関する情報を担当者と共有するとともに、当該介護予防サービス計

画の原案の内容について、担当者から、専門的な見地からの意見を

求めるものとする。ただし、やむを得ない理由がある場合について

は、担当者に対する照会等により意見を求めることができるものと

する。 

（１０）・（１１） （略） （１０）・（１１） （略） 

（１２） 担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた指定介護

予防サービス事業者等に対し、介護予防訪問看護計画書（指定介護

（１２） 担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた指定介護

予防サービス事業者等に対し、介護予防訪問看護計画書（指定介護



予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サ

ービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第３５号。以下この条において「指定介

護予防サービス等基準」という。）第７６条第２号に規定する介護

予防訪問看護計画書をいう。次号において同じ。）等の指定介護予

防サービス等基準及び富士見市指定地域密着型介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービス

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める

条例（平成２４年条例第２９号。次号において「指定地域密着型介

護予防サービス基準条例」という。）において位置付けられている

計画の提出を求めるものとする。 

予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サ

ービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第３５号。以下「指定介護予防サービス

等基準」               という。）第７６条第２号に規定する介護

予防訪問看護計画書をいう。次号において同じ。）等の指定介護予

防サービス等基準及び富士見市指定地域密着型介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービス

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める

条例（平成２４年条例第２９号。以下「指定地域密着型介護予防サ

ービス基準条例     」という。）において位置付けられている

計画の提出を求めるものとする。 

（１３）・（１４） （略） （１３）・（１４） （略） 

（１５） 担当職員は、指定介護予防サービス事業者等から利用者に

係る情報の提供を受けたときその他必要と認めるときは、当該利用

者の服薬状況、口腔機能その他の当該利用者の心身又は生活の状況

に係る情報のうち必要と認めるものを、当該利用者の同意を得て主

治の医師若しくは歯科医師（以下この条において「主治の医師等」

という。）又は薬剤師に提供するものとする。 

 

（１６） （略） （１５） （略） 

（１７） （略） （１６） （略） 

（１８） 担当職員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者

会議の開催により、介護予防サービス計画の変更の必要性について、

担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、

やむを得ない理由がある場合には、担当者に対する照会等により意

見を求めることができるものとする。 

（１７） 担当職員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者

会議の開催により、介護予防サービス計画の変更の必要性について、

担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、

やむを得ない理由がある場合には、担当者に対する照会等により意

見を求めることができるものとする。 



ア 要支援認定を受けている利用者が要支援更新認定（法第３３条

第２項に規定する要支援更新認定をいう。）を受けた場合 

ア 要支援認定を受けている利用者が法第３３条第２項に規定する

要支援更新認定                          を受けた場合 

イ 要支援認定を受けている利用者が要支援状態区分の変更の認定

（法第３３条の２第１項に規定する要支援状態区分の変更の認定

をいう。）を受けた場合 

イ 要支援認定を受けている利用者が法第３３条の２第１項に規定

する要支援状態区分の変更の認定                            

          を受けた場合 

（１９） （略） （１８） （略） 

（２０） （略） （１９） （略） 

（２１） 担当職員は、介護保険施設等から退院し、又は退所しよう

とする要支援者から依頼があった場合には、居宅における生活へ円

滑に移行することができるよう、あらかじめ、介護予防サービス計

画の作成等の援助を行うものとする。 

（２０） 担当職員は、介護保険施設等から退院し、又は退所しよう

とする要支援者から依頼があった場合には、居宅における生活へ円

滑に移行できる          よう、あらかじめ、介護予防サービス計

画の作成等の援助を行うものとする。 

（２２） 担当職員は、利用者が介護予防訪問看護、介護予防通所リ

ハビリテーション等の医療サービスの利用を希望している場合その

他必要な場合には、当該利用者の同意を得て主治の医師等         

                                 の意見を求めなければならな

い。 

（２１） 担当職員は、利用者が介護予防訪問看護、介護予防通所リ

ハビリテーション等の医療サービスの利用を希望している場合その

他必要な場合には、当該利用者の同意を得て主治の医師又は歯科医

師（以下「主治の医師等」という。）の意見を求めなければならな

い。 

（２３） 前号の場合において、担当職員は、介護予防サービス計画

を作成した際には、当該介護予防サービス計画を主治の医師等に交

付しなければならない。 

 

（２４） （略） （２２） （略） 

（２５） （略） （２３） （略） 

（２６） （略） （２４） （略） 

（２７） （略） （２５） （略） 

（２８） 担当職員は、利用者が提示する被保険者証に、認定審査会 （２６） 担当職員は、利用者が提示する被保険者証に、法第７３条



意見（法第７３条第２項に規定する認定審査会意見をいう。）又は

法第３７条第１項の規定による指定に係る介護予防サービス若しく

は地域密着型介護予防サービスの種類についての記載がある場合に

は、当該利用者にその趣旨（同項の規定による指定に係る介護予防

サービス又は地域密着型介護予防サービスの種類については、その

変更の申請ができることを含む。）を説明し、理解を得た上で、そ

の内容に沿って介護予防サービス計画を作成しなければならない。 

第２項に規定する認定審査会意見                          又は

法第３７条第１項の規定による指定に係る介護予防サービス若しく

は地域密着型介護予防サービスの種類についての記載がある場合に

は、当該利用者にその趣旨（同項の規定による指定に係る介護予防

サービス又は地域密着型介護予防サービスの種類については、その

変更の申請ができることを含む。）を説明し、理解を得た上で、そ

の内容に沿って介護予防サービス計画を作成しなければならない。 

（２９） （略） （２７） （略） 

（３０） （略） （２８） （略） 

（指定介護予防支援の提供に当たっての留意点） （指定介護予防支援の提供に当たっての留意点） 

第３３条 指定介護予防支援の実施に当たっては、介護予防の効果を最

大限に発揮することができるよう次に掲げる事項に留意しなければな

らない。 

第３３条 指定介護予防支援の実施に当たっては、介護予防の効果を最

大限に発揮できる          よう次に掲げる事項に留意しなければな

らない。 

（１）～（８） （略） （１）～（８） （略） 

（準用） （準用） 

第３４条 第３条及び第２章から前章まで（第２７条第６項及び第７項

を除く。）の規定は、基準該当介護予防支援（法第５９条第１号に規

定する基準該当介護予防支援をいう。以下同じ。）の事業について準

用する。この場合において、第１２条中「指定介護予防支援（法第５

８条第４項の規定に基づき介護予防サービス計画費が当該指定介護予

防支援事業者に支払われる場合に係るものを除く。）」とあるのは「基

準該当介護予防支援」と、「介護予防サービス計画費の支給」とある

のは「特例介護予防サービス計画費（法第５９条第１項に規定する特

例介護予防サービス計画費をいう。以下この条において同じ。）の支

第３４条 第３条及び第２章から前章まで（第２７条第６項及び第７項

を除く。）の規定は、基準該当介護予防支援（法第５９条第１号に規

定する基準該当介護予防支援をいう。以下同じ。）の事業について準

用する。この場合において、第１２条中「指定介護予防支援（法第５

８条第４項の規定に基づき介護予防サービス計画費が当該指定介護予

防支援事業者に支払われる場合に係るものを除く。）」とあるのは「基

準該当介護予防支援」と、「介護予防サービス計画費の支給」とある

のは「特例介護予防サービス計画費（法第５９条第１項に規定する特

例介護予防サービス計画費をいう。以下同じ。）の支給」           



給」と、「介護予防サービス計画費の額」とあるのは「特例介護予防

サービス計画費の額」と読み替えるものとする。 

   と、「介護予防サービス計画費の額」とあるのは「特例介護予防サ

ービス計画費の額」と読み替えるものとする。 

 


